
（様式第１号）

１　事業者等の概要

２　計画期間及び報告対象年度

～

３　公表方法等

印刷物の閲覧
（閲覧場所・時間等）

ホームページ

その他
問い合わせがあればメールなどで開示。
アセットトレーディング推進室
fp_trading@f-power.co.jp

2020 報告対象年度

株式会社F-Power

主たる事業の
概要

電力の売買業務及び売買の仲介業務、発電及び電力の供給業務、蒸気、温水、
その他熱エネルギーの供給業務並びに送配電業務等

主たる事務所
の所在地

千kWh

計画期間 2022

沖　隆

 条例施行規則第15条第2項に該当する小売電気事業者

氏名又は名称

年度 年度

千kWh
電力供給量
（長野県）

3,601,183

年度

電力供給量
（総量）

代表者名

エネルギー供給温暖化対策計画書　兼　実施状況等報告書

氏名 代表取締役

45,610

〒108-0023　東京都港区芝浦三丁目1番21号

事業者の区分

 その他の事業者

役職名
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４　エネルギーの供給に係る地球温暖化対策のための基本方針

５　エネルギー供給温暖化対策計画の推進に係る体制

清掃工場や風力、水力などの再生可能エネルギーによる電力を調達電源として拡大し、相対契約に
て非化石証書の調達を推進いたします。併せて、非化石価値取引市場からの非化石証書調達も進め
て参ります。
また、ガス焚きの調整用発電所の運転効率の向上により、CO2排出量の削減に努めます。さらに再
生可能エネルギーや都市ガスを燃料とする発電所からの調達・開発をすすめます。

再生可能エネルギーに由来する発電所と電力小売事業をおこなう弊社が連携して発電所の効率的な
運用を行っていきます。

その他、今後の温暖化防止の推進体制といたしましては、①相対的にCO2排出の少ない都市ガス焚
き発電所の効率的な運用　②需要家への節電等のアプローチ　③非化石証書の調達　等を試みて参
ります。
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６　供給するエネルギーの製造等に伴い排出される二酸化炭素の抑制に関する目標等

0.000447

2019 年度 0.000512

0.000400

2022 年度 10.00

年度

年度

年度

基 準 年 度

目 標 年 度

排出係数等の
増減理由

基礎排出係数

エネルギーの製造等に
伴い排出されたCO2量

排出係数等の
増減理由

第三年度
t-CO2/kWh

基礎排出係数

基礎排出係数

第二年度
t-CO2/kWh

t-CO2/kWh

基礎排出係数

目標排出係数

目標削減率

水力発電、太陽光発電等のクリーンエネルギーの調達に伴う相
対契約による非化石証書の調達や、非化石価値取引市場からの
非化石証書の調達により目標達成に尽力いたします。

排出係数等の
増減理由

目標設定に
関する説明

エネルギーの製造等に
伴い排出されたCO2量

調整後排出係数

調整後排出係数

t-CO2/kWh

t-CO2/kWh

t-CO2/kWh

第一年度
t-CO2/kWh

調整後排出係数

調整後排出係数 t-CO2/kWh

千t-CO2

％

エネルギーの製造等に
伴い排出されたCO2量

千t-CO2

千t-CO2

t-CO2/kWh
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７　上記６の目標を達成するための措置

８　調達する電気の電源構成に関する見通しと実績

15 ％ 0 ％ 2 ％

14 ％ 3 ％ 26 ％

15 ％ 0 ％ 3 ％

15 ％ 5 ％ 33 ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

※3 「卸電力取引所」とは、電力の卸取引を行う取引所であって、電気事業法第97条第１項に規定される指定を受けた
　　卸電力取引所を指す。

再生可能エネルギー源
（水力及びFIT電気を除く）

卸電力取引所※3

石油火力

※2 「FIT電気」とは、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく認定施設から買い
　　取られた電気で、その調達費用の一部が全電気利用者が負担する賦課金により賄われている電気を指す。

※1 「最終年度における見通し」欄には、基準年度時点における事業者の電気の調達計画等の見通しに基づき、特定期
　　間の最終年度を算定期間とする電源構成の概算の見込み割合を記載する。

LNG火力 水力

％ FIT電気※2

備考

石炭火力

年度 FIT電気※2

年度 ％

その他（　　　）

その他（　　　）

卸電力取引所※3

原子力

石油火力

石炭火力 原子力
基準年度

年度

2019 年度

2022

最終年度
における

見通し※1

石炭火力 原子力

石炭火力 原子力

％石油火力

その他（　　　）石油火力

第一年度

LNG火力 水力

石炭火力
第二年度

第三年度

再生可能エネルギー源
（水力及びFIT電気を除く）

水力

％

％

年度 ％

％

0

％

％

卸電力取引所※3

卸電力取引所※3

％ FIT電気※2

再生可能エネルギー源
（水力及びFIT電気を除く）

0 ％

7％

28FIT電気※2 その他（　　　）

小売需要の拡大にあわせて幅広く再生可能エネルギーによる電源確保による相対契約での非化石証
書の調達や発電所開発に尽力いたします。今後さらに非化石価値取引市場での非化石証書の調達や
ガス焚きの火力発電所の効率向上等に努め、CO２排出係数の改善に努めます。

再生可能エネルギー源
（水力及びFIT電気を除く）

調達する電気の電源構成の割合（Ｗ･ｈ比）

LNG火力 水力

33

再生可能エネルギー源
（水力及びFIT電気を除く）

その他（　　　） ％

LNG火力 水力

LNG火力

区分

卸電力取引所※3

石油火力

％

原子力

1 ％

FIT電気※2
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９の１　再生可能エネルギー源により発電された電気の調達量に関する見通しと実績

太陽光 千kWh 千kWh

風力 千kWh 千kWh

水力 千kWh 千kWh

バイオマス 千kWh 千kWh

その他
(　　　  )

千kWh 千kWh

太陽光 千kWh 千kWh

風力 千kWh 千kWh

水力 千kWh 千kWh

バイオマス 千kWh 千kWh

その他
(　　　  )

千kWh 千kWh

太陽光 千kWh 千kWh

風力 千kWh 千kWh

水力 千kWh 千kWh

バイオマス 千kWh 千kWh

その他
(　　　  )

千kWh 千kWh

太陽光 千kWh 千kWh

風力 千kWh 千kWh

水力 千kWh 千kWh

バイオマス 千kWh 千kWh

その他
(　　　  )

千kWh 千kWh

太陽光 千kWh 千kWh

風力 千kWh 千kWh

水力 千kWh 千kWh

バイオマス 千kWh 千kWh

その他
(　　　  )

千kWh 千kWh

区分

4,861,598 千kWh

年度

2,236

年度

0

806,395

最終年度
における
見通し

2022 年度

第三年度

年度

第一年度

年度

第二年度

千kWh 千kWh

千kWh

千kWh 千kWh

千kWh

106,694

0

6,203

31,451 9,286

184,255

0

2,572 915

131

36,166

0

種類別調達量
再生可能エネルギー
電気(FIT電気を除

く)

16,036

765

1,581

電源

調達量

備考

369,217

2019

千kWh

県内分

再生可能エネルギー源の種類（内訳）

FIT電気

0

千kWh

基準年度
14,996

183,379
千kWh

213,797
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９の２　再生可能エネルギーの普及・供給拡大に関する取組

１０　エネルギーの供給に係る温室効果ガス排出抑制の研究と取組

１１　需要家の省エネルギー対策の推進に関する取組

水力発電、太陽光発電等のクリーンエネルギーの調達に伴う相対契約による非化石証書の調
達や、非化石価値取引市場からの非化石証書の調達により目標達成に尽力いたします。
また、自治体清掃工場、コジェネ発電等からの余剰電力の調達に伴う相対契約による非化石
証書の調達や、非化石価値取引市場からの非再エネ指定非化石証書の調達により目標達成に
尽力いたします。

区分 実施内容

高 効 率 機 器 の
普 及 促 進

家 庭 ･ 事 業 者 の
省 エ ネ ル ギ ー
対 策 へ の 協 力

先述のとおり、独自のデマンドレスポンス・プログラムをご提供
し、需要家の節電を支援・奨励しております。

公営水力発電等からの電力調達に伴い、相対契約での非化石証書の調達を積極的に実施し、
CO2排出低減に係る方針をアピール、お客様のニーズに応えてまいります。
また、ホームページの内容も拡充させ、お客様の電力使用に関する「見える化」をすすめ、
節電への取り組みを促してまいります。さらにデマンドレスポンス導入契約を拡大し、広く
社会に節電の取り組みなど展開いたします。
上記に伴う、省エネルギー診断のコンサルティング等における協力会社との連携、システム
開発を実施してまいります。

※ 需要家に対して節電や省エネを誘導する料金体系を導入している場合は、「その他」に記載する。

そ の 他
社内では省エネ、節電対策取ることで社員の意識改革を行っており
ます。モニターの節電設定、クールビズの奨励、空調温度の28度設
定などを行っております。
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１２の１　地域との連携に関する取組の実施状況

１２の２　その他、温暖化対策に関する取組の実施状況

第 三 年 度 実 績

区分

基 準 年 度 ま で に
実 施 し た 内 容

北は北海道から南は福岡県まで、全国の自治体・地域主体と共同して電力
の地産地消の取組みの支援を実施。
地域PPSのバランシンググループの加入による需給管理代行、市場におけ
る取引代行といった複合的なパッケージ型サービスを提供。地域の競争力
を地域に還元する取組みを実務的にサポート。

第 一 年 度 実 績

第 二 年 度 実 績

第 三 年 度 実 績

実施内容

基 準 年 度 ま で に
実 施 し た 対 策

・太陽光、水力、バイオマスなど再生可能エネルギー由来の電力を発電事
業者から積極的に購入し、自社の需要家へ供給。
・電力小売を行う子会社として「Ｇ－Ｐｏｗｅｒ」を持ち、ＣＯ２排出係
数（調整後）がゼロの電気を希望する需要家へ供給。
・小売電気事業者として、電気事業低炭素社会協議会に加盟。協議会全体
で「電気事業における低炭素社会実行計画」を策定し、低炭素社会の実現
に向けた自主的枠組みを構築。また、当協議会の理事会に弊社から理事を
輩出し、理事会メンバーとして計画の策定に貢献。

第 一 年 度 実 績

第 二 年 度 実 績
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１３　自由記載欄


